


序　　　文

　中華人民共和国政府は、1978 年以降、国家の近代化を最優先課題として経済体制の改革と対

外開放政策をあげ、電子工業の発展を特に重視するとともに、第８次経済社会開発５か年計画

（1991 ～ 1995 年）においても、コンピュータソフトウェア技術の発展を重要な政策と位置づけ

ています。その一環として中華人民共和国政府は、コンピュータソフトウェア技術者を育成する

ため、国家科学技術委員会の傘下に「国家科委コンピュータソフトウェア技術研修センター」を

設立することを計画し、1991 年 11月、日本に対しプロジェクト方式技術協力の要請をしてきま

した。

　この要請を受けた日本政府は、政府開発援助（ODA）の理念とプロジェクト実施原則に基づ

き、国際協力事業団（JICA）を通じて 1992 年 12 月に事前調査団、1993 年６月に長期調査員を

派遣したうえで、本協力の実施を決定し、1993 年 11月に実施協議調査団を派遣して、討議議事

録（Record of Discussions:R/D）の署名・交換を行いました。

　本件プロジェクトは、同R/D に基づき 1993 年 11 月 12 日から５年間にわたり、技術協力を実

施してきました。

　JICA はプロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画に対する協力、及び技術移転達成度につ

いて中国側関係者と合同で評価を行い、フォローアップなどの継続的な協力計画を策定すること

を目的として、1998 年８月 17 日から９月２日まで終了時評価調査団を派遣しました。

　本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関しご協力いただいた日本・中国両国の関係各位に対し、深甚の謝意

を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

　　1998 年 10 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国 際 協 力 事 業 団

理　事　　安　本　皓　信
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　協力の背景と経緯

　中国政府は、1978年以降、国の近代化を最優先課題として、経済体制の改革と対外開放政策を

あげ、電子工業の発展を特に重視するとともに、第８次経済社会開発５か年計画においても、コ

ンピュータソフトウェア技術の発展を重要な政策と位置づけている。

　その一環として中国政府は、コンピュータソフトウェア技術者を育成するため、国家科学技術

委員会の傘下に「国家科委コンピュータソフトウェア技術研修センター」を設立することを計画

し、1991 年 11 月に我が国に対してプロジェクト方式技術協力の要請を行った。

　この要請を受けて、日本政府は国際協力事業団（JICA）を通じて、1992年 12月に事前調査団

を派遣し、中国政府の要請内容を明確化し、プロジェクト方式技術協力実施の可能性について調

査した。さらに、1993 年６月に協力内容の詳細を詰めるため長期調査員を派遣した後、1993 年

11月に実施協議調査団を派遣して、討議議事録（Record of Discussions:R/D）の署名・交換を行っ

た。

　本件プロジェクトは、同R/D に基づき、1993 年 11 月 12 日から５年間にわたる技術協力計画

が開始され、国家科委コンピュータソフトウェア技術研修センターにおけるコンピュータソフト

ウェア技術の研修機能を強化することを目標に協力が続けられている。

１－２　調査団派遣の目的と主な調査事項

　本調査では、1998年11月11日のプロジェクトの協力期間終了を控え、以下の方針に従い終了

時評価を行うことを目的とする。

（1）日本・中国双方の投入実績、プロジェクト活動実績、運営・管理状況、カウンターパートへ

の技術移転状況などについて、当初計画に照らした目標達成度を調査分析し、 以下５項目

（「評価５項目」）の評価を行う。

1） 目標達成度

2） 実施の効率性

3） 効果

4） 計画の妥当性

5） 自立発展性

（2）目標達成度を考慮して、今後の協力方針について中国側と協議する。
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１ ８月17日（月）

２ 　　18日（火）

３ 　　19日（水）

４ 　　20日（木）

５ 　　21日（金）

６ 　　22日（土）

７ 　　23日（日）

８ 　　24日（月）

９ 　　25日（火）

10 　　26日（水）

11 　　27日（木）

12 　　28日（金）

13 　　29日（土）

14 　　30日（日）

15 　　31日（月）

16 ９月１日（火）

17 　　２日（水）

（3）評価結果から教訓及び提言を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法の改善に資する。

１－３　調査団の構成

１－４　調査日程

　派遣期間：1998 年８月 17 日～９月２日（17日間）

　　　　　　（コンサルタント、通訳は８月 17 日に出発）

移動（成田―北京）
JICA中国事務所打合せ

専門家との打合せ、現地調査

現地調査

現地調査

現地調査

資料整理

資料整理

現地調査
山下団長、澤野・佐々木・近藤団員と合流

現地調査

中国側評価調査団との協議

中国側評価調査団との協議

合同評価報告書（案）、協議議事録（M/D）（案）作成

資料整理

資料整理

合同評価報告書、M/D署名、在中国日本大使館報告

専門家及び中国側カウンターパートとの打合せ、JICA中国事務所報告

帰国（北京―成田）

笹尾・広瀬団員 山下団長、澤野・佐々木・近藤団員

移動（成田―北京）
JICA中国事務所打合せ

在中国日本大使館、長期専門家、
カウンターパートヒアリング

調査内容・行程
月日（曜日）

日
　
順

分　野 氏　名 所　属　先

団長・総括 山下　文夫 国際協力事業団 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課課長代理

技術協力計画 澤野　　弘 通商産業省 機械情報産業局 情報処理振興課 安全指導係長

機材・研修計画 佐々木慎一 （株）日立製作所 情報システム事業部 海外システム部

評価管理 近藤　啓治 国際協力事業団 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課

評価分析 笹尾隆二郎 アイ・シー・ネット（株）

通訳 広瀬　万里 （財）日本国際協力センター
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第２章　終了時評価調査概要

　標記調査団は、1998 年８月 24 日から９月２日まで中国を訪問し、終了時評価調査を行った。

中国側評価調査団との意見交換、日本人専門家、カウンターパート、研修受講者、及び受講者派

遣元からのヒアリングなどを通じ、プロジェクト目標の達成度の把握と評価、また、それを踏ま

えて中国側と今後の協力方針について確認した。

　最終的には、８月31日に同センターで日中双方の関係者が一堂に会し、合同評価会を開催し、

日中双方の評価調査団により提出された終了時合同評価報告書の内容に同意した。それと同時に

開催された合同調整委員会において、その内容を承認するとともに、協議結果を協議議事録

（M/D）として取りまとめた。

　なお、終了時合同評価報告書及びM/D の署名・交換については、林　科学技術委員会秘書長

並びに杉本 在中国日本大使館公使の出席のもとに、人民大会堂で盛大に執り行われた。

２－１　主要協議結果

　本プロジェクトに係る終了時合同評価調査は、王克宏　清華大学教授を団長とする中国側終了

時評価調査団との間で８月25日から28日まで行われ、28日には中国側終了時評価調査団との間

で合同評価報告書に係る打合せが開催され、全体的には友好的な雰囲気の下で効率的に行われた。

　協力実施の経過、評価の総括、提言、教訓は以下のとおりである。

２－１－１　協力実施の経緯

（1） 本プロジェクトは、日中双方で取り交わした討議議事録（R/D）に従い、1993 年 11 月

12 日から５年間の予定で、国家科委コンピュータソフトウェア技術研修センターにおける

研修機能を強化する目的で実施されている。

　これまで日本側は延べ 10 名の長期専門家と 26 名の短期専門家を派遣し、14 名のカウン

ターパートを研修員として日本に受け入れ、更に総額４億1,000万円相当のコンピュータシ

ステム、視聴覚機材などを供与している。

　また、中国側はプロジェクト実施のために、最終的に 21 名のカウンターパート及び３名

のスタッフを配置し、総額 125 万元の機材を購入している。

（2） 上記のように人材、機材、資金などの投入により、システム企画管理技術、システム開

発技術及び UNIX 関連技術に係る技術移転や、センター運営に関する技術移転など様々な

活動が行われ、その結果、研修コースの新規開設数は近年、対前年比で２倍ずつ増加して

おり、1998 年７月末時点で実施済みの研修コースは 134 件、また、研修修了者の累計は
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2,151 名となっている。

２－１－２　評価の総括

　評価５項目の観点から本プロジェクトを評価した結果は、以下のとおりである。

（1）目標達成度

　　「国家科委コンピュータソフトウェア技術研修センターにおいて、市場のニーズに柔軟に

対応した質の高いコンピュータソフトウェア技術研修が実施できるようになる」というプロ

ジェクト目標は、かなりの程度達成された。当初、詳細計画の策定にやや時間がかかった

ものの、関係者の努力により市場のニーズを反映する形で研修体制が整備され、質の高い

システム開発技術者とシステム管理技術者、さらには当初想定していなかったコンピュー

タの基礎的な技術の習得者が相当数育成されている。

（2） 実施の効率性

　一部の技術分野でカウンターパートの不適格により、技術移転が繰り返されることがあっ

たが、全体的には、投入は質・量、タイミングの面でおおむね適正であったと思われる。

（3） 効果

　センターにおいて、システムエンジニアから一般社会人まで広範な範囲で技術を普及で

きる体制が整ったと判断される。受講者が習得した技術を生かし、輸出品を生産するなど

経済面でより広範なプラスの影響が現れはじめている。

（4） 計画の妥当性

　中国政府は社会主義市場経済の発展のために、情報産業の発展、特に経済の情報化の推進

を必要としており、第８次、第９次の両５か年計画にも、その重要性が盛り込まれている。

このため国家政策の観点からプロジェクトの重要性、必要性は高く、上位目標及びプロジェ

クト目標は妥当性がある。

（5）自立発展性

　このセンターの自立発展性に目を向けた場合、組織的・技術的には一定の自立発展性がみ

られる。

　まず組織的には、上部機関である中国科学技術情報研究所からの管理に関しては、主任

及び副主任の人事など必要最低限のものとなっており、センターはほぼ自主的に運営され
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ている。カウンターパートの運営管理能力は近年急速に高まりつつあり、研修については、

ほとんど日本人専門家に頼ることなく実施されている。

　技術的には、カウンターパートの技術水準は、既に相当高い水準にある。また、研修

コースは、過去に外部カウンターパートなどの支援を得ながら実施されてきたものの、現

在は研修実施数における内部カウンターパートの比率が相当に拡大している。

２－１－３　提言

（1） 延長又はフォローアップの必要性について

　本プロジェクトにおける技術移転はほぼ終了し、各種機材・教材を用いて市場のニーズ

に柔軟に対応した質の高い研修が実施できる基盤が整い、センターはある程度の自立発展

性をもっていると判断される。また、センター自体もプロジェクト終了後は、自助努力に

より徐々に発展できるとの見通しをもっていることから、延長又はフォローアップの必要

はないものと日中双方の終了時評価調査団は判断した。

（2） センターの今後のあり方について

　また、今後のセンターの一層の発展のため以下の提言を行った。

1） 短期的提言

a） 研修の改善点がより明確となるよう、現在行っているアンケートの様式を改訂す

る。また、大口の顧客を定期的に訪問してニーズを的確に汲み上げる。

b） 対顧客セールスの強化と合わせ、より多くのカスタムメイドの研修の受注を図る。

c） コンピュータメーカー及び著名大学とのタイアップにより、よりプレステージの

高い研修コースを実施する。

d） 職員の技術を活用して、システムに関するコンサルティングサービスなどの新た

な事業を開拓する。

2） 中長期的提言

a） インセンティブを与えることにより、できるだけ継続的に優秀なスタッフを確保

できるようにする。

b） 将来の独立採算制移行に向け、収益率が把握できるように財務管理体制を強化す

る。

c） センターが独立採算制に移行してからも、経済的収益性への配慮とともに、質の

高い技術者の育成という社会的使命を兼ね備えた研修センターとしての体制を保持

する。

d） 今後のコース実施に向けた情報源、及び同窓会の組織化のため、研修修了者の
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データベース化を図る。

　また、日本側評価調査団はセンターの自立発展を支援し、その公的な役割を維持する

ために、プロジェクト終了後も機材の維持管理・更新に関する経費に関しては、上位機

関である科学情報研究所から、引き続き財政支援が行われるよう要望した。

　一方、中国側評価調査団は、本プロジェクトの終了後、センターの自立発展を支援す

るため、センターと中国における JICAが実施する他のプロジェクトとの連携構築を要

請した。

２－１－４　本プロジェクトから得られた教訓

（1）外部カウンターパートの配置により、センターの講師陣の幅が広がるとともに、外部機関

との人的ネットワークが構築されたことは、組織及び技術の自立発展性の観点からも有効で

あり、今後の研修型プロジェクトにおいても必要に応じ採用することが望ましい。

（2）コンピュータ関連プロジェクトにおいては、機材の陳腐化を最小限に抑えるため、ハード

及びソフトの供与については、実施期間中に段階的に行う必要がある。

（3）準備の段階からPCM（プロジェクト・サイクル・マネジメント）手法を積極的に活用し、

必要最小限の書式を用いて、プロジェクトのモニタリングを効果的に実践することにより、

成果の極大化を図る必要がある。

２－２　プロジェクト合同調整委員会

　日中双方の終了時評価調査団による合同評価が終了した後、合同調整委員会を開催し、プロ

ジェクトに関する主要事項について、一連の協議を行った。その結果は以下のとおりである。

（1）合同評価報告書の承認

　日中双方の評価調査団から提出された終了時合同評価報告書を承認した。

（2） R/D に定められた協力期間における今後の投入

1） 日本側の投入

a） 専門家の派遣

・日中双方の調査団は、現在派遣されている５名の長期専門家の協力が1998年11月11

日まで継続されることを確認した。

・中国側調査団は、終了時セミナーのために２名の短期専門家が日本から派遣されるこ
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とを確認した。

b）機材供与

・中国側調査団は、センターが毎年の研修費の収入の約30％を発展基金として留保して

おり、プロジェクト終了後は、その経費を日本側より供与された機材の維持管理及び

スペアパーツを含む新規の機材購入に充当する予定であることを表明した。

・日本側調査団は、中国側より要望のあったスペアパーツ機材の供与の必要性を確認し、

当該機材の供与を表明した。

・日本側調査団は、中国側に対しセンターの公的な役割を維持するために、プロジェク

ト終了後も機材の維持管理・更新に関する経費については、上位機関である科学技術

情報研究所から引き続き財政支援が行われるように要請し、中国側は、それに対し同

意した。

c） 研修員の受入れ

　中国側調査団は、２名の研修員受入れが行われることを確認した。

2） 中国側の投入

　日本側調査団は、R/D で合意した必要な投入が実施されることを確認した。

（3）プロジェクト終了後のフォローアップ

　日中双方は、双方の協力によりプロジェクト目標は、かなりの程度達成されたことを確認し

た。このため双方は、R/D に定められた 1998 年 11 月 11 日をもって、本プロジェクトを終了

することに合意した。
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第３章　調査団所見

（1）本プロジェクトの実施の経緯を振り返ると、協力開始時点と中間時点に特徴が見受けられる。

　協力開始時点に開始された外部カウンターパートの活用は、このプロジェクトの特徴の一つ

であり、プロジェクトを成功に導くために大きな役割を果たした。

　プロジェクト開始時に当初予定されたカウンターパートの配置が遅れたことや、内部のカウン

ターパートのみでは、中国側が要求する研修コースの立ち上げに十分対応できないこともあ

り、センターは外部から人材を確保し、内部カウンターパートを量・質ともに補った。

　この外部カウンターパートの配置により、センターの講師の層が広がり、システム開発及び

システム管理といった研修コースにも対応が容易となった。また、外部とのネットワークが構

築され、このセンターの自立発展を促進するうえでも有益となった。

　現在も外部カウンターパートの活用は継続されているものの、技術をセンターに定着させる

には、まず内部カウンターパートの養成が優先されるべきとの観点から、内部カウンターパー

トが講師を務める研修コースを増加させる一方で、外部カウンターパートの受けもつ研修コー

スは徐々に減少する傾向にある。

（2）中間時点の特徴としては、センターが市場経済化政策の深化と中国のコンピュータ市場のニー

ズの変化という二つの外部要因への対応を迫られ、若干の活動計画の見直しを行ったことであ

る。

　本プロジェクトは、質の高いコンピュータ技術者の育成をめざした中国側の政策を支援する

形で開始されている。

　前半期に目を向けると、日本人専門家のカウンターパートに対する研修コース実施のための

座学を中心にセンターの活動が行われた。また、研修コースは中国側のニーズに沿った形でシ

ステム開発及びシステム管理といった、高度なシステムエンジニアの育成を目的として立ち上

げが計画され、そのため研修期間は比較的長期のものが主となった。

　当初、センターの受講生については、科学技術部のネットワークを活用し、同部傘下の研究

所及び他の政府関係機関の研究所を対象に募集を行う予定であった。

　一方、中国国内において、市場経済化が深化するなかでプロジェクトが開始された 1993 年ご

ろから具体化しはじめた政府関連機関に対する自主運営体制、及び独立採算制への方向性は、

各研究所の活動に対する上位政府機関の関与の縮小と事業費の縮小という形で現れはじめ、上

位機関のネットワークにより各研究所職員を募り、センターで長期にわたり研修を行うことを

システム的にも困難にした。その結果、研修コースへの実際の応募は限られたものとなった。

　また、受講生の募集などの運営管理業務に関し、カウンターパートの自主性に重点が置かれ
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すぎたことも研修の実施を困難にさせる要因となった。

　後半期においても、上級コースに対する応募は前半期と同様限られたものであった。このよ

うななかで、センターの独立採算制への移行が確実となり、センターとしても財政基盤の確立

と社会的知名度を高める必要が生じたこともあり、研修コースの範囲を基礎的技術の習得を目

的とした初級コースまで広げた。その一方で、パーソナルコンピュータ（パソコン）を使用し

たマルチメディア及びインターネットといった初級・中級のコースは、中国の市場のニーズが

着実に増加したこともあり、センターにおいて多くの成果として現れた。

（3）このようにプロジェクト実施期間中に生じた困難を、プロジェクト・サイトを中心とした日

中双方の関係者の努力により克服し、その成果が現在の研修センターの実績に現れていること

は特記すべき事項である。

　終了時合同評価報告書及び協議議事録（M/D）の署名式が、林　科学技術委員会秘書長の出席

の下、人民大会堂で盛大に行われ、中国側より真摯なる感謝の意が示されたのも、そのような

中国側の満足感の現れではないかと推測される。

（4）センターの発展性に目を向けた場合、上述のとおりカウンターパートの運営管理能力は急速

に高まっており、研修については、ほとんど日本人専門家に頼ることなく実施されている。ま

た、カウンターパートの技術水準は既に相当高い水準にあるなど、明るい材料が多い。

　その一方で、1998 年３月に国務院より公布された「国務院機構改革方案の審議への提出に関

する議案」は、今後のセンターの運営に少なからぬ影響を与えることが懸念される。

　本方案には、国務院を構成する40の部、委員会などの機関を今後29に減少させ、年内に政府

機関の幹部の総数を半減し、離職した公務員に対しては、今後の就職を優位にするため会計、

法律、コンピュータなどの研修を実施する。事業機関については、教育機関などの公益性の非

常に高い分野を除き、毎年３分の１ずつ財政支援を減らしていき、今後３年間をかけ独立採算

を進める方針が盛り込まれている。

　本方案により、このセンター及び上部機関である科学技術情報研究所は３年後、独立採算及

び自主運営体制へ移行する。その場合、科学技術部から科学技術情報研究所への経済支援や研究

所からセンターへの経済支援は中断され、過去の財政的関係は、上部機関から下位機関への委

託事業という形に変わっていくことが確認されている。

　また、人事面においても大きな変化がみられ、プロジェクトダイレクターである朱 科学技術

情報研究所所長は、上記方針に基づき 1998 年中にもう一つの科学技術部の局長の職を解かれ

るとのことである。



－ 10 －

（5） 一方、上記方案はセンターにとってマイナス要因ばかりではない。

　石センター長は、安定的かつ大量の受講生確保のため、この方案の規定に基づき、離職した

公務員に対しての研修が、センターにおいて実施可能となるよう関係機関に働きかけを行って

いるとのことである。

　プロジェクトが終了し、その後３年をかけセンターの独立採算体制への移行が実施されるこ

とになるが、研修センターの将来像を決定するうえで、この３年間は非常に重要な意味をもつ

ものと思われる。センターの運営体制強化に向けた自助努力に期待したい。
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